
　　　令和５年度、６年度及び７年度におけるＰ－１課程教育用器材（操縦

　　　訓練部）及びＰ－１課程教育用器材（個別訓練装置）の修理等の契約希望者

　　　募集要項（公募）

　令和５年度、６年度及び７年度におけるＰ－１課程教育用器材（操縦訓練部）及

びＰ－１課程教育用器材（個別訓練装置）の修理等の契約について公募を実施する

ので、参加希望者は、下記に基づき資料等を提出して下さい。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（公募実施権者）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　契約担当官

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　下総航空基地隊

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　下総経理隊長　尾上　誠

　　　　　　　　　　　　　　　　　　記

１　調達品目

　　令和５年度、６年度及び７年度におけるＰ－１課程教育用器材（操縦訓練部）

　　及びＰ－１課程教育用器材（個別訓練装置）の修理等

　　なお、対象品目は、別表のとおり。

２　公募に応募できる者の資格

　　応募できる者は、次に掲げる事項の全てに該当する者とする。

（１）予算決算及び会計令(昭和２２年勅令第１６５号)(以下「予決令」という。)

　　第７０条の規定に該当しない者であること。

　　　なお、未成年者、被保佐人又は被補助人であって、契約締結のために必要な

　　同意を得ている者は、同条中、特別な理由がある者に該当する。

（２）予決令第７１条の規定に該当しない者であること。

（３）契約担当官等から又は防衛省としての指名停止等の措置を受けている期間中

　　の者でないこと。

総空基公示第０５－８号

令 和 ５ 年 ８ 月 １ ０ 日



（４）経営の状況又は信用度が極度に悪化していないと認められる者であり、適正

　　な契約の履行が確保される者

（５）応募時点において有効な競争参加資格（全省庁統一資格）「役務の提供等」

　　の資格を有する者又は経営の規模及び経営の状況がそれと同等である者

（６）当該役務の実施にあたり、必要な次の能力及び設備等を有すること。

　　ア　本事業に必要な設備、器材等を有していること。

　　イ　本事業に必要な能力を有する技術者が確保されていること。

　　ウ　本事業に必要な技術資料を利用できること。

　　エ　防衛省仕様書に則った品質管理能力を有すること。

　　オ　関連法令等に適合した安全管理体制を有すること。

　　カ　履行後の不具合発生時、迅速かつ継続的に対応可能であること。

（７）日本国籍を有し、日本国憲法及びその下に成立した政府を暴力等で破壊する

　　ことを主張する団体等、その他を結成し又は加入し若しくは協力していないこ

　　とを証明又は誓約し、若しくは保証できること。

（８）当該役務の一部を下請企業に委託する場合は、委託させる業務に応じて、第

　　６号及び第７号の項目を満たすこと。

３　参加表明

　　応募する者は、別紙様式に示す「参加表明書」及び第１号、第２号に掲げる資

　料並びに次項に掲げる設備及び体制等を証明する資料（以下「技術資料」という。

　）を提出しなければならない。ただし、前年度に同一の資料を提出した者で、本

　年度においても変更がない場合は、その旨の書面を提出することで資料の提出を

　省略することができる。

（１）資格審査結果通知書（写し）

（２）会社の財政状況・経営成績を証する書類（直近の決算期における有価証券報

　告書、監査報告書及び会計監査人設置会社にあっては、会計監査報告書並びに内

　部統制システム整備状況の概要）

４　技術資料の提出

　　次に示す項目について、提出するものとする。

　　ただし、過去５年以内に同一の資料を提出した者で、本年度の資料に変更がな

　い又は部分的な変更のみである場合は、変更がない旨の書面又は変更となった部

　分を明記した書面及び変更部分に係る技術資料を提出することで各号に示す資料

　の提出を省略することができる。また、他の公募実施権者が実施した同種の公募

　手続における技術審査に合格している場合は、当該合格通知の写し及び合格時の

　技術資料と変更がない旨の書面をもって代えることができる。

　ア　第２項第６号及び第７号に示す資格要件を証明する書類

　イ　下請企業に業務を一部委託する場合は、下請（予定）企業一覧及び委託業務



　　内容表。また、委託する業務に応じて、第２項第６号及び第７号に示す資格要

　　件を証明できる書類

５　参加表明書及び技術資料の提出先

（１）提出先

　　　海上自衛隊下総航空基地隊下総経理隊契約班

　　　〒２７７－０９３１　千葉県柏市藤ヶ谷１６１４番地１

　　　０４－７１９１－２３２１（内線２２４８）

（２）提出期間

　　　令和５年８月１０日（木）～令和５年１０月１１日（水）

　　　なお、新たに体制・設備が整った場合は、上記の募集期間にかかわらず参加

　　表明をすることができる。

　　　ただし、希望する調達品目の調達に間に合わないことがある。

（３）提出方法

　　　直接持参又は郵送とし、直接持参する場合は、土、日及び祝日を除く毎日、

　　午前８時００分から午後４時４５分までとする。ただし、正午から午後１時ま

　　での時間を除く。

（４）提出部数

　　ア　第３項本文に示す「参加表明書」及び第４項に示す「技術資料」は各２部

　　イ　第３項第１号及び第２号に示す書類は各１部

６　技術資料の審査等

（１）技術資料等の提出者は、技術審査を実施する調達要求元部隊等の担当者から

　　提出資料について説明を求められた場合には、協力しなければならない。

（２）技術資料等の提出者は、調達要求元部隊等の担当者から設備及び体制等の調

　　査のための協力依頼があった場合には、当該工場等への立ち入りを含め調査に

　　協力しなければならない。

７　応募者に対する審査結果の通知

　　公募実施権者は、審査結果を、応募者に対し通知する。

８　疑義の申立

（１）審査結果に疑義のある者は、契約担当官に対して、当該疑義の内容について、

　　審査結果の通知を受理した日の翌日から起算して５日（土、日及び祝日を除く。

　　）以内に書面をもって申し立てることができる。

　　ア　窓口 ： 海上自衛隊下総航空基地隊下総経理隊契約班

　　イ　時間 ： 土、日及び祝日を除く毎日、午前８時００分から午後４時４５分

　　　　　　　までとする。ただし、正午から午後１時までの時間を除く。



（２）契約担当官は、疑義について説明を求められたときは、疑義の申立の書面を

　　受理した日の翌日から起算して５日（土、日及び祝日を除く。）以内に説明を

　　求めた者に対して書面により回答する。

（３）疑義の再申立については、書面による回答を受理した日から３日（土、日及

　　び祝日を除く。）以内に書面をもって申し立てることができ、契約担当官は、

　　疑義の再申立の書面を受理した日の翌日から起算して３日（土、日及び祝日を

　　除く。）以内に説明を求めた者に対して書面により回答する。

９　応募にあたっての留意事項

（１）応募者は、応募にあたり次の各号について同意した上で応募するものとする。

　　ア　提出資料に虚偽の記載をした者の応募は無効とする。

　　イ　正当な理由がなく資料を提出しなかった者、業態調査に協力しなかった又

　　　は妨害した者の応募は無効とする。

　　ウ　審査後、資料に虚偽の記載が判明した場合、他の調達要求に係る公募又は

　　　入札等を停止することができる。

　　エ　資料等の作成、提出及び説明会への参加並びに業態調査への協力に要する

　　　費用は、応募者の負担とする。

　　オ　提出資料は、原則として返却しないものとする。

　　カ　提出資料は、他の目的に使用しない。

　　キ　提出資料の内容に変更が生じた場合は、速やかに変更の届出をしなければ

　　　ならない。

　　ク　当該調達品目については、公示時点で調達を予定しているものであり、今

　　　後必ず調達があることを保証するものではない。

（２）資料の提出にあたっては、製本等、過剰な編てつは不要とする。

（３）原則、現に指名停止を受けている者の下請負については認めないものとする。

　　ただし、真にやむを得ない事由を該当する省指名停止権者が認めた場合には、

　　この限りではない。

（４）調達品目の仕様に関する問合せを、海上自衛隊下総航空基地隊下総経理隊契

　　約班に行うことができる。

添付書類 ： 別紙様式「参加表明書（記入例）」



　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　別紙様式

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　令和○年○月○日

（公募実施権者）

　下総航空基地隊下総経理隊長　殿

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　○○○○㈱

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　代表取締役社長　○○　○○

　　　　　　　　　　　　　　参　加　表　明　書

　標記について、下記のとおり応募します。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　記

添付書類 ： １　資格審査結果通知書（写し）

　　　　　　２　令和○○年○月期有価証券報告書及び監査報告書

　　　　　　３　技術資料一式

型　式名　称番号 修理前
調査 修理

定期
保守

区　分
備　考公示番号

総空基公示

第05-8号



　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　別　表

　　　　　　　　　　　　　　 調達予定品目内訳

16 ミラー制御装置 20-02715
日本エアロスペース

株式会社
〇 〇

18
ユーティリティ灯（サイ
ドコンソール）

15-0007-17
ＧＲＩＭＥＳ　ＡＥＲＯＳＰＡＣＥ
ＣＯＭＰＡＮＹ　ＤＢＡ　ＨＯＮＥＹ

ＷＥＬＬ
〇 〇

17
対地接近警報装置（ＧＰ
ＷＳ）

6340-01-562-9371
ＨＯＮＥＹＷＥＬＬ　ＩＮ
ＴＥＲＮＡＴＩＯＮＡＬ

ＩＮＣ
〇 〇

19 ドーム灯

13 ＭＥＢシャッター 282460-010
ＲＯＣＫＷＥＬＬ　ＣＯ

ＬＬＩＮＳ　ＩＮＣ
〇 〇

15 遠隔操作端末 917600-107
ＲＯＣＫＷＥＬＬ　ＣＯ

ＬＬＩＮＳ　ＩＮＣ
〇 〇

9 コンプリート・ドライブ
G362-100-801A-

812A
ＦＬＩＧＨＴ　ＳＡ

ＦＥＴＹ
〇 〇

10
アラインメントプロジェ
クタ

30-00171
ＲＯＣＫＷＥＬＬ　ＣＯ

ＬＬＩＮＳ　ＩＮＣ
〇 〇

11 電源分配器 255400-100
ＲＯＣＫＷＥＬＬ　ＣＯ

ＬＬＩＮＳ　ＩＮＣ
〇 〇

12 プロジェクタ制御装置 255628-126
ＲＯＣＫＷＥＬＬ　ＣＯ

ＬＬＩＮＳ　ＩＮＣ
〇 〇

14 プロジェクタ 282463-010
ＲＯＣＫＷＥＬＬ　ＣＯ

ＬＬＩＮＳ　ＩＮＣ
〇 〇

6220-00-891-1491

MILITARY STANDARDS
PROMULGATED BY MILITARY

DEPARTMENTSUNDER
AUTHORITY OF

DEFENSESTANDARDIZATION
MANUAL 4120 3-M

〇 〇

20 スタンバイ・コンパス 10-7556
ＳＩＭＴＥＫ　ＩＮ

Ｃ．
〇 〇

定期
保守

〇 〇

〇 〇

3 無停電電源装置 75100-56R
ＦＬＩＧＨＴ　ＳＡ

ＦＥＴＹ
〇 〇

4
モーション用電動アク
チュエータ

880-078
ＦＬＩＧＨＴ　ＳＡ

ＦＥＴＹ
〇 〇

5
コントロール・ローディ
ング・アクチュエータ

883-048
ＦＬＩＧＨＴ　ＳＡ

ＦＥＴＹ
〇 〇

6 サーボモータ AKM52G-EKC2DB-00
ＦＬＩＧＨＴ　ＳＡ

ＦＥＴＹ
〇 〇

修理前
調査 修理

7
コンプリート・ドライブ・
コントロール・ローディン
グ

CB47475-002
ＦＬＩＧＨＴ　ＳＡ

ＦＥＴＹ
〇 〇

8 アクチュエータ
EC4-AKM52-EKC2DB-
00-50-25B-1000-

MP2-MT2E

ＦＬＩＧＨＴ　ＳＡ
ＦＥＴＹ

〇 〇

1

番号

対象機器一覧

製造会社

川崎重工業
航空宇宙ｼｽﾃﾑｶﾝﾊﾟﾆｰ

募集区分

ＦＬＩＧＨＴ　ＳＡ
ＦＥＴＹ

2

型　式

SDC1003-101

15002ACJ758-501

品名

Ｐ－１課程教育用教材
（操縦訓練部）

ホストコンピュータ・サ
ブシステム



　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　別　表

　　　　　　　　　　　　　　 調達予定品目内訳

38
交話機副管制器（ＩＦＴ
／ＯＲＤ席用）

NJY-781
長野日本無線株式会

社
〇 〇

39
交話機ジャック・ボック
ス

NJY-782
長野日本無線株式会

社
〇 〇

40 スピーカ NJY-783
長野日本無線株式会

社
〇 〇

41 模擬音・音声変換装置 NJY-792
長野日本無線株式会

社
〇 〇

33 ＩＣＳ制御ユニット NJY-775
長野日本無線株式会

社
〇 〇

34
交話機主管制器（操縦員
席用）

NJY-777
長野日本無線株式会

社
〇 〇

35
交話機副管制器（ＦＥ席
用）

NJY-778
長野日本無線株式会

社
〇 〇

36
交話機副管制器（操縦員
補助席用）

NJY-779
長野日本無線株式会

社
〇 〇

37
交話機副管制器（その他
席用）

NJY-780
長野日本無線株式会

社
〇 〇

32
電源装置（ＩＣＳ及びＣ
ＣＵ用）

NJY-773
長野日本無線株式会

社
〇 〇

26
模擬音・音声変換端末
ＴＹＰＥ－Ａ

NJY-462
長野日本無線株式会

社
〇 〇

27
模擬音・音声変換端末
ＴＹＰＥ－Ｃ

NJY-756
長野日本無線株式会

社
〇 〇

28
通信識別機器模擬制御装
置

NJY-766
長野日本無線株式会

社
〇 〇

〇 〇

〇 〇

31 模擬音・音声開発環境 NJY-772
長野日本無線株式会

社
〇 〇

23
制御器（選択識別装置応
答機）

10-8632
ＳＩＭＴＥＫ　ＩＮ

Ｃ．
〇 〇

24
スタンバイ・コンパス本
体

10-9098
ＳＩＭＴＥＫ　ＩＮ

Ｃ．
〇 〇

25 リモート電子ユニット 51-3501-01
ＳＩＭＴＥＫ　ＩＮ

Ｃ．
〇 〇

22
ＵＨＦ／ＶＨＦ無線機制
御器

10-8631
ＳＩＭＴＥＫ　ＩＮ

Ｃ．
〇 〇

21 時計 10-7557
ＳＩＭＴＥＫ　ＩＮ

Ｃ．
〇 〇

修理前
調査 修理

定期
保守

番号 品名 型式 製造会社
募集区分

対象機器一覧

29 Ｉ／Ｆ変換装置 NJY-767
長野日本無線株式会

社

長野日本無線株式会
社

30 NJY-771模擬音・音声制御ホスト



　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　別　表

　　　　　　　　　　　　　　 調達予定品目内訳

62 サーキットカード DNR-AI-255
ＵＮＩＴＥＤ　ＥＬＥＣＴ
ＲＯＮＩＣ　ＩＮＤＵＳＴ

ＲＩＥＳ，ＩＮＣ．
〇 〇

57 入出力信号処理装置２ A6190340
三菱プレシジョン株

式会社
〇 〇

58 入出力信号処理装置３ A6190345
三菱プレシジョン株

式会社
〇 〇

59 開発／整備用端末 A6190350
三菱プレシジョン株

式会社
〇 〇

60
ＭＩＬ－ＳＴＤ－１５５３
インタフェース・ボード

DNR-1553-553
ＵＮＩＴＥＤ　ＥＬＥＣＴ
ＲＯＮＩＣ　ＩＮＤＵＳＴ

ＲＩＥＳ，ＩＮＣ．
〇 〇

61 サーキットカード DNR-429-566
ＵＮＩＴＥＤ　ＥＬＥＣＴ
ＲＯＮＩＣ　ＩＮＤＵＳＴ

ＲＩＥＳ，ＩＮＣ．
〇 〇

52 Ｉ／Ｏユニット３ A6190313
三菱プレシジョン株

式会社
〇 〇

53 Ｉ／Ｏユニット４ A6190314
三菱プレシジョン株

式会社
〇 〇

54 Ｉ／Ｏユニット５ A6190315
三菱プレシジョン株

式会社
〇 〇

55 Ｉ／Ｏユニット６ A6190316
三菱プレシジョン株

式会社
〇 〇

56 入出力信号処理装置１ A6190330
三菱プレシジョン株

式会社
〇 〇

47 シーン処理装置 A6180214
三菱プレシジョン株

式会社
〇 〇

48 航法気象画像発生装置 A6180221
三菱プレシジョン株

式会社
〇 〇

49
ＡＲＩＮＣ７０８Ａ変換
ユニット

A6180224
三菱プレシジョン株

式会社
〇 〇

50 Ｉ／Ｏユニット１ A6190311
三菱プレシジョン株

式会社
〇 〇

51 Ｉ／Ｏユニット２ A6190312
三菱プレシジョン株

式会社
〇 〇

44 無停電電源装置 A6190120
三菱プレシジョン株

式会社
〇 〇

45 実時間制御装置 A6180212
三菱プレシジョン株

式会社
〇 〇

46
ＵＰＳ　－　窓外視界映
像発生装置

A6190213
三菱プレシジョン株

式会社
〇 〇

43 教官操縦員席 A6050415
三菱プレシジョン株

式会社
〇 〇

42 交話制御用端末 NJY-807
長野日本無線株式会

社
〇 〇

修理前
調査 修理

定期
保守

番号 品名 型式 製造会社
募集区分

対象機器一覧



　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　別　表

　　　　　　　　　　　　　　 調達予定品目内訳

74
Ｐ－１課程教育用教材
（個別訓練装置）

SDC8200-101
川崎重工業

航空宇宙ｼｽﾃﾑｶﾝﾊﾟﾆｰ
〇 〇 〇

72 インバータ PCR2000LE
菊水電子工業株式会

社
〇 〇

73 ディスプレイ PN-R556 シャープ株式会社 〇 〇

67 室外ユニット RZYCP140KAH 株式会社守谷商会 〇 〇

68 動力制御盤 I16469-0001 株式会社守谷商会 〇 〇

69 圧力発生部 1140-299200
東京航空計器株式会

社
〇 〇

70
酸素マスク・パネル（酸
素マスク）

1140-299700
東京航空計器株式会

社
〇 〇

71 圧力調整部 1140-318400
東京航空計器株式会

社
〇 〇

65 フィルタユニット E01320331-1 株式会社守谷商会 〇 〇

66 室内ユニット FVYCP140MA 株式会社守谷商会 〇 〇

64 アンプ NE8250C 株式会社リアルビズ 〇 〇

63 サーキットカード DNR-AO-332
ＵＮＩＴＥＤ　ＥＬＥＣＴ
ＲＯＮＩＣ　ＩＮＤＵＳＴ

ＲＩＥＳ，ＩＮＣ．
〇 〇

修理前
調査 修理

定期
保守

番号 品名 型式 製造会社
募集区分

対象機器一覧


